
Ⅰ．はじめに

１０歳代の女性が妊娠した場合，約６割が人工妊娠中絶
を行い，その割合は若年ほど高い１）２）．また，出産を選択
しても早産や低出生体重児の割合が高く３），生まれた児
も育てきれない場合は特別養子縁組の制度を利用する４）．
このほか，高校中退に伴う経済的困窮と生活保護受給５），
高い非嫡子率２），さらにシングルマザーとなる場合も少
なくない６）．

思春期の性の指標に「十代人工妊娠中絶率」があるが，
これは健やか親子２１をはじめ多くの都道府県や市町村で
用いられている７－９）．この指標は衛生行政報告例のもの
を用いており，その算出方法は「分母に１５～１９歳の女子
人口を用い，分子に１５歳未満を含めた人工妊娠中絶件数
を用いて計算」となっている１）．

しかし，同じ１０歳代でも１６，１７，１８歳と１９歳もしくは
１５歳とでは，その置かれている状況が異なる．１５～１９歳
の女子人口を用いた十代人工妊娠中絶率の指標では，地
域の健康教育の必要性を判断する指標としては年齢幅が
広いと考えられる．

１９歳を含めることについて次の問題がある．まず，出
生数は１８歳と１９歳では大きく異なり，平成２７年では１９歳
の母親は１８歳よりも１．９倍も出生数が多い２）．逆に中絶率
は１８歳に比べ低く，したがって１９歳の妊娠と出産は他の
１０歳代に比べ，問題が少ないと言える．また，１９歳では
結婚が可能であることから非嫡子率も１８歳の３０．７％から
１８．１％（平成２７年）に低下する２）．高校卒業後の出産の
場合，高校中退者と比較して高卒としての求人があるこ
とから５），将来的な経済的不利益もより少ない．

同様に１５歳以下についても，いくつかの問題がある．
まず，１３～１５歳は学校教育法上では中学校で学ぶ学齢生
徒である．また，民法上も婚姻ができないため，１５歳の
非嫡子率は９８．１％（平成２７年）と高い２）．さらに竹村ら

によると，１５歳以下は産科異常が多く社会医学的背景の
問題も多いので，１５歳と１６歳では大きな差異があると指
摘している１０）．

若年女性の望まない妊娠を防ぐには，それぞれの地
域・学校に合わせた健康教育を行う必要がある．特に高
校生への性教育を考えた場合，公立高校を対象とした全
都道府県的な予防活動が実践されることも少なくない１１）．
したがって，都道府県の状況を知ることが重要となる．
そこで，本研究は１６～１８歳を対象に，妊娠と出生もしく
は人工妊娠中絶について，公表されている統計資料を用
いて都道府県の比較検討をすることを目的とする．

Ⅱ．方 法

１．資 料
本研究は「１６～１８歳での出生（子どもを産んだ）割合

（以下，１６～１８歳出生率とする）」と「１６～１８歳での人
工妊娠中絶率（以下，１６～１８歳中絶率とする）」につい
て，国勢調査の人口を用いることから平成２２（２０１０）年
および平成２７（２０１５）年のそれぞれの年について分析を
行う．

１６～１８歳の出生数については，人口動態統計の「保管
統計表 都道府県編 出生第４表―１出生数，２，５００g未
満の出生数（再掲），性・母の年齢（各歳）・出生順位・
都道府県（２１大都市再掲）別）」および「出生数，性・
母の年齢（各歳）・出生順位・嫡出子―嫡出でない子別
都道府県（２０大都市再掲）別」を２）１２），人工妊娠中絶数
については，衛生行政報告例の「人工妊娠中絶件数，年
齢階級・都道府県別」の１）１３），それぞれ平成２２年と平成２７
年のものを用いた．なお，人口動態統計は年中，衛生行
政報告例は年度での集計であるが，便宜上，同一年のデー
タとする．

１６～１８歳の女子人口については，平成２２年および平成
２７年の国勢調査の都道府県別男女別１歳階級別人口（日
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本人）を利用した１４）１５）．
２．方 法
１）出生率と中絶率

１６～１８歳出生率および１６～１８歳中絶率の計算方法は次
のとおりである．都道府県別に，母の年齢が１６歳，１７歳，
１８歳の出生数の合計（第２子，第３子などを含む）を，
国勢調査の１６歳，１７歳，１８歳の都道府県別の女子人口の
合計で除して１６～１８歳出生率（人口千対）を求めた．人
工妊娠中絶率についても１６歳，１７歳，１８歳の中絶数の合
計を，同様に国勢調査の１６～１８歳女子人口で除して１６～
１８歳中絶率（人口千対）を求めた．平成２２年と平成２７年
のそれぞれについて算出し，正規分布であることを確認
した．また，平成２２年と２７年の両年の比較では率の増
加・減少を検討した．

平成２７年については，算出された都道府県別の１６～１８
歳出生率と１６～１８歳中絶率より，これら２つを足し合わ
せた妊娠総数の率の概算値（概算妊娠率）を地図化した１６）．
なお，地図作成には青木によるMap of Japan ver.１．３を
用いた１７）．
２）ｚ得点とユークリッド距離

都道府県の比較では，１６～１８歳出生率と１６～１８歳中絶
率の標準得点（平均値＝０，標準偏差＝１のｚ得点）を
求め，出生率をＸ軸，中絶率をＹ軸とした散布図を平成
２２年と平成２７年のそれぞれで作成した．

さらに，この２つの年の散布図の間で平方ユークリッ
ド距離を求め，１６～１８歳出生率と１６～１８歳中絶率を同時
に検討した．各都道府県ごとに平成２２年と平成２７年の両
年のｚ得点を比較し，出生や人工妊娠中絶の状況の改善
や悪化について検討した．その際，平方ユークリッド距
離はスカラー量であるから，ベクトルを成分で表した．
この時，成分が（負，負）の場合は出生と中絶のｚ得点
が改善，（正，正）の場合は出生と中絶のｚ得点が悪化
となる．（負，正）および（正，負）の場合は，ベクトルの

傾きを求め－１より大きいか小さいかの違いで，出生の
改善，中絶の悪化，および中絶の改善，中絶の悪化とな
る．なお，ｚ得点の検討で悪化となっても，中絶率（人
口千対）では悪くなっていない場合がある．また，平方
距離は０．５以上のものについて検討した．
３．統計的分析

平成２２年と平成２７年の都道府県別１６～１８歳出生率，お
よび１６～１８歳中絶率については，Kolmogorov-Smirnov
検定で正規性の検定を行ったのち，平成２２年と平成２７年
の間でそれぞれ対応のあるｔ検定を用いて比較した．そ
れぞれの年の中絶率と出生率の関連については，散布図
のｚ得点の間のピアソンの積率相関係数を算出した．

Ⅲ．結 果

１．平成２２年の全国の状況
平成２２年の１６～１８歳出生率は，全国平均が３．５（人／千

対，以下省略）であった．都道府県別では沖縄県が９．５，
山口県５．５，広島県５．１，大阪府５．０の順に高かった．逆
に低いのは，秋田県１．０，富山県１．４，山形県２．０，岩手
県２．１，山梨県２．１であった（同値は少数第２位を比較し
た．以下同じ）．

次に平成２２年の１６～１８歳中絶率は，全国平均は６．６
（件／千対，以下省略）であった．都道府県別では福岡
県が１０．４，愛媛県１０．１，高知県９．９，広島県９．５，佐賀県
８．８の順に高かった．逆に低いのは，山梨県２．５，秋田県
３．９，福井県４．３，茨城県４．３，岐阜県４．８であった．
２．平成２７年の全国の状況

平成２７年の１６～１８歳出生率は，全国平均が３．３（人／千
対，以下省略）であった．都道府県別では沖縄県が９．３，
福岡県５．２，佐賀県４．９，香川県４．５の順に高かった．逆
に低いのは，秋田県１．２，岩手県１．５，富山県１．６，新潟
県１．８，山形県１．８であった．

次に平成２７年の１６～１８歳中絶率は，全国平均は５．２（件／

図１ 都道府県別に見た１６～１８歳概算妊娠率（平成２７年）
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千対，以下省略）であった．都道府県別では福岡県が８．２，
高知県８．１，和歌山県７．４，熊本県７．１，鳥取県７．０の順に
高かった．逆に低いのは，秋田県３．２，山形県３．２，山梨
県３．２，徳島県３．４，奈良県３．４であった．これら平成２７
年の１６～１８歳出生率と１６～１８歳中絶率を合わせた都道府
県別の１６～１８歳概算妊娠率を地図で表すと図１となった．
３．平成２２年と平成２７年の比較
１）１６～１８歳出生率および１６～１８歳中絶率の平均の比較

平成２２年と平成２７年の１６～１８歳出生率を比較すると，
平均値±標準偏差は平成２２年が３．４±１．３に対し平成２７年
は３．３±１．３で統計的な差がなかった．この前後５年間で
１６～１８歳出生率が増加したのは佐賀県や大分県など合計
２０県であり，一方で減少したのは山口県，京都府，広島
県など２７都道府県であった．

平成２２年と平成２７年の１６～１８歳中絶率を比較すると，
平均値±標準偏差は平成２２年が６．６±１．６に対し平成２７年
は５．２±１．４であり，統計的に有意な差があった（p＜
０．００１）．この前後５年間で１６～１８歳中絶率が増加したの
は和歌山県，山梨県，沖縄県，茨城県の４県であった．
一方で減少したのは，三重県，徳島県，愛媛県，広島県
など４３都道府県であった．
２）標準得点による散布図

平成２２年と平成２７年の１６～１８歳出生率と中絶率を標準
化し，ｚ得点による散布図を作成した（図２，図３）．
出生率と中絶率の相関は平成２２年はr＝０．３９５（p＜０．０１），
平成２７年はr＝０．６３０（p＜０．００１）であった．

平成２２年と２７年の都道府県のｚ得点の平方ユークリッ
ド距離およびベクトル成分を求めたところ，出生と中絶
が悪化したのは，和歌山県１．７１，山梨県１．１９，鳥取県１．１３，
大分県１．０７の順であった（数字は平方距離，以下同じ）．
また出生の悪化は佐賀県１．７６，中絶の悪化は沖縄県１．３６，
茨城県１．０１であった．逆に出生と中絶の双方が改善した
のは，三重県１．７１，徳島県１．５１，広島県１．２２，京都府
１．１４，山口県１．１０であり，愛媛県１．０６，長崎県１．０２では
中絶の改善があった（表１）．

Ⅳ．考 察

１．１０歳代の性の指標
１）各歳のデータを生かした分析

本研究は，都道府県における高校生に近い年齢層の性
の実態を把握するため，１６～１８歳出生率と１６～１８歳人工
妊娠中絶率を算出し検討を行った．

衛生行政報告例において１０歳代の各年齢の人工妊娠中
絶数は，平成１４（２００２）年までは公表されておらず２０歳
未満としてのデータしかなかった１８）．そのため，経年変
化を検討する上で，２０歳未満（１５～１９歳）人工妊娠中絶
率の指標が今日まで使用されていると思われる．しかし，
平成１５（２００３）年度から１６～１９歳の各歳と１５歳未満の都
道府県別の中絶数が公表され，さらに平成２５（２０１３）年
度からは，１３歳未満，１４歳，１５歳の中絶数のデータも公

表されている．健康教育のために都道府県単位で１０歳代
の性の実態把握を検討する場合，１５歳から１９歳までにつ
いては各歳の中絶数がある以上，今後は「十代人工妊娠
中絶率」だけでなく，これら詳細なデータを生かした現
状分析があってもよいと考えられる．なお，本研究では年
齢間隔は１６～１８歳としたが，１歳階級別に検討が可能で
あることから，この間隔は自由に設定することができる．

そして，高校生など１０歳代の性を考える場合，中絶数
（率）だけでなく出生数（率）についても着目をしたほ
うが良い．本研究では全国で見ると，中絶率が有意に低
下している中，都道府県単位では平成２２年から２７年の５
年間で出生率が上昇したのは，微増も含め２０県もあった．
仮に，中絶数の減少が出生数の増加をもたらしていると
考えた場合，中絶率の指標だけでは１０歳代の性の実態は
把握しきれるとは言えない．

１０歳代の妊娠の多くは，望まない妊娠である１９）．それ
ゆえ，健康教育を検討するためにも正しく現状分析をす
る必要があるが，１０歳代の妊娠をとらえる際，中絶率だ
けでなく出産率も合わせて考えるべきだろう．
２）各歳のデータを生かす際の課題

より年齢層の狭い中絶率や出生率を算出する場合，そ
れら年齢層に合わせた女性人口のデータが必要となる．
国勢調査の年以外の年の年齢階級別人口（各歳）は推計
人口を用いることになる．しかし，この各歳の推計人口
については，整備してない都道府県や，ホームページな
どで公表していない都道府県がある２０）．つまり，現在は
全ての都道府県で１６～１８歳といった，５歳階級別の人口
以外の年齢層の中絶率や出生率が算出できる状況にない．

ただ，総務省は今後，人口推計において「都道府県別
年齢別日本人人口」を新たに公表するとしている２１）．こ
れにより，地域の実情に応じた年齢層の分析が可能とな
ることは間違いなく，思春期・青年期の詳細な検討がな
されていくと思われる．
２．平成２７年の出生率と中絶率
１）概算妊娠率の低い地域とその取り組み

図１より１６～１８歳出産率と人工妊娠中絶率を合わせた
概算妊娠率の高い地域は，およそ中国・四国，九州地方
であり，一方で低い地域は東北地方や北陸地方，そして
山梨県や埼玉県であることがわかった．

東北地方は１９５０～７０年代では，国内でも１０歳代の出生
率や中絶率が高かった２２）．しかし今日では，全国的には
おおむね低い地域となっており，とりわけ秋田県や山形
県の取り組みとその成果は注目される１１，２３－２５）．１６～１８歳
出生率や中絶率の高い都道府県に対して，今後，秋田県
や山形県の取り組みが性教育のモデルとして参考となる
かもしれない．
２）散布図でみた避妊行動

１０歳代の女性が妊娠した場合，出産か中絶の選択とな
り，中絶が多ければ出産は少なくなるといった関係が両
者にある．この中絶と出産を同時に検討しようとする場

４３瀧澤ほか：１６～１８歳の妊娠・出産・人工妊娠中絶の検討



合，本研究の図１のような地図も可能だが，図３のよう
な散布図でより詳細に検討することができる．

平成２７年の図３で，第一象限にある福岡県や高知県な
どは，高い中絶率を示しながらも出生率も高い．１６～１８
歳の性行動の頻度が仮に全国的に地域差が無いとした場

合，妊娠の多いこの第一象限にある都道府県は「避妊を
しない」都道府県と言える．

一方で，第三象限にある秋田県，岩手県，山形県など
は，出生率も中絶率も低く妊娠の少ないことから「避妊
をする」性行動が推察される．

図２ １６～１８歳の出生率と中絶率のｚ得点を用いた散布図（平成２２年）

図３ １６～１８歳の出生率と中絶率のｚ得点を用いた散布図（平成２７年）
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このほか第二象限にある北海道や東京は，出産が少な
く中絶の多い群と考えられる．なお，第四象限の出産が
多く中絶が少ない群は，平成２２年ではみられたが平成２７
年ではほとんどなかった．
３．平方距離を用いた平成２２年と平成２７年の比較

全国的に１０歳代の人工妊娠中絶率が低下している中，
性の問題が顕在している都道府県を明らかにするために，
出生率や中絶率を標準化した得点を用いて平方距離を求
めた．これにより，中絶率が低下をしていても全国的に
見て相対的な位置づけがわかり，また中絶と出生を合わ
せての検討となることから，より性の問題を明らかにす

ることが可能となる．また，平成２２年と２７年の比較では，
改善／悪化の方向を示すことが可能であることから，よ
り詳細に検討するためにベクトル成分も算出した．

改善された三重県や徳島県は，平成２２年ではｚ得点が
出生と中絶の両方でプラスであり第一象限にあったが，
平成２７年ではｚ得点がマイナスとなり第三象限で見られ
るようになった．また広島県，山口県は平成２７年も第一
象限のままであるが，かなり出生や中絶は減っている．
これらの改善は，なんらかの取り組みの成果とも考えら
れ今後の分析が必要となった．

逆に，状況が悪化したと判断できる都道府県もある．

表１ ｚ得点の平方距離による平成２２年と平成２７年の比較

都道府県
出生率・中絶率（千対） ｚ得点

成 分
平方
距離

Ｈ２２年（度） Ｈ２７年（度） Ｈ２２年（度） Ｈ２７年（度）
出生率 中絶率 出生率 中絶率 出生 中絶 出生 中絶

出生と中絶が改善
三 重 県 ３．８８ ８．３０ ３．２５ ４．３９ ０．３９ １．０９ －０．０４ －０．５６ （－０．４３，－１．６６） １．７１
徳 島 県 ３．６５ ６．８２ ３．０７ ３．３７ ０．２１ ０．１６ －０．１８ －１．３０ （－０．３９，－１．４６） １．５１
広 島 県 ５．１２ ９．５３ ４．２３ ６．３１ １．３６ １．８７ ０．７４ ０．８２ （－０．６２，－１．０５） １．２２
京 都 府 ３．７０ ６．０９ ２．７８ ３．４６ ０．２５ －０．３０ －０．４１ －１．２３ （－０．６６，－０．９３） １．１４
山 口 県 ５．５４ ７．４９ ４．０４ ５．８９ １．６９ ０．５８ ０．５９ ０．５２ （－１．１０，－１．４９） １．１０
埼 玉 県 ３．０３ ６．０２ ２．４７ ３．５０ －０．２７ －０．３４ －０．６５ －１．２０ （－０．３８，－０．８６） ０．９４
兵 庫 県 ３．９２ ５．８５ ３．３３ ３．６８ ０．４２ －０．４５ ０．０３ －１．０７ （－０．４０，－０．６３） ０．７４
千 葉 県 ３．７１ ５．６５ ３．０３ ３．５８ ０．２６ －０．５７ －０．２１ －１．１５ （－０．４７，－０．５７） ０．７４
岩 手 県 ２．０９ ５．６５ １．５３ ３．６２ －１．００ －０．５７ －１．４０ －１．１２ （－０．３９，－０．５４） ０．６７
愛 知 県 ３．９８ ６．４８ ３．３５ ４．５９ ０．４７ －０．０５ ０．０４ －０．４２ （－０．４３，－０．３７） ０．５６
山 形 県 ２．０２ ５．１８ １．８３ ３．２０ －１．０６ －０．８７ －１．１６ －１．４２ （－０．１０，－０．５５） ０．５６

中絶が改善
愛 媛 県 ４．２０ １０．１３ ４．４１ ６．８５ ０．６４ ２．２４ ０．８８ １．２１ （ ０．２４，－１．０４） １．０６
長 崎 県 ２．５３ ７．４９ ３．１５ ４．７８ －０．６６ ０．５８ －０．１２ －０．２８ （ ０．５５，－０．８７） １．０２

出生が改善
静 岡 県 ３．８２ ６．５６ ３．０２ ５．３４ ０．３５ ０．００ －０．２２ ０．１２ （－０．５６， ０．１２） ０．５８

出生と中絶が悪化
和歌山県 ３．８６ ６．４４ ４．０１ ７．４３ ０．３８ －０．０８ ０．５７ １．６２ （ ０．１９， １．７０） １．７１
山 梨 県 ２．１４ ２．５２ ２．４８ ３．２３ －０．９７ －２．５４ －０．６５ －１．４０ （ ０．３２， １．１５） １．１９
鳥 取 県 ２．８３ ７．１９ ３．６２ ６．９８ －０．４３ ０．４０ ０．２６ １．３０ （ ０．６８， ０．９１） １．１３
大 分 県 ２．４３ ７．５８ ３．４８ ６．８９ －０．７４ ０．６４ ０．１５ １．２４ （ ０．８９， ０．６０） １．０７
滋 賀 県 ２．７２ ５．００ ３．３７ ４．１３ －０．５１ －０．９８ ０．０６ －０．７５ （ ０．５７， ０．２３） ０．６２
鹿児島県 ３．８１ ７．２０ ４．３６ ６．２０ ０．３４ ０．４０ ０．８４ ０．７４ （ ０．５１， ０．３４） ０．６１
熊 本 県 ３．４２ ８．３２ ３．９４ ７．１２ ０．０３ １．１１ ０．５１ １．４０ （ ０．４８， ０．３０） ０．５６
青 森 県 ３．０４ ６．８６ ３．０３ ６．１８ －０．２６ ０．１９ －０．２１ ０．７３ （ ０．０５， ０．５４） ０．５４
宮 崎 県 ３．８７ ６．６８ ４．１９ ５．８２ ０．３８ ０．０７ ０．７１ ０．４７ （ ０．３２， ０．３９） ０．５１

出生が悪化
佐 賀 県 ２．７４ ８．７５ ４．８５ ６．６５ －０．５０ １．３８ １．２３ １．０６ （ １．７３，－０．３１） １．７６
福 岡 県 ４．５５ １０．３５ ５．１８ ８．２３ ０．９１ ２．３８ １．４９ ２．２０ （ ０．５８，－０．１８） ０．６１

中絶が悪化
沖 縄 県 ９．４６ ６．３９ ９．２６ ６．９１ ４．７４ －０．１１ ４．７２ １．２５ （－０．０２， １．３６） １．３６
茨 城 県 ３．８８ ４．２９ ３．１９ ４．４２ ０．３９ －１．４３ －０．０８ －０．５４ （－０．４７， ０．８９） １．０１
東 京 都 ２．４９ ６．２８ ２．０６ ６．２１ －０．６９ －０．１８ －０．９８ ０．７５ （－０．２９， ０．９２） ０．９７

平方距離が０．５以上の都道府県

４５瀧澤ほか：１６～１８歳の妊娠・出産・人工妊娠中絶の検討



全国的に中絶率が低下する中，和歌山県は中絶率が
１５．４％，山梨県は２８．２％と顕著に悪化し，出生率も上昇
している．佐賀県は中絶率が下がったものの，出生率が
平成２２年に比べ平成２７年は７７％も増加しており，平方距
離は最も長かった．また，沖縄県も平成２７年では第一象
限にあり中絶と出生のそれぞれが多い県となった．「命
どぅ宝」で知られる沖縄県は出産が多く中絶が少ない県
として認識できていたが，平成２２年と平成２７年の比較で
はそうとは言えない結果を示した．
４．本研究の限界

平成２２年と平成２７年の数値による分析であるが，わず
か２年分のデータであるため率が高い／低いといった検
討に限界がある．また，用いたデータについては，出生
数は年中，中絶数は年度であった．出生率と中絶率によ
る散布図等による分析は厳密なものとはなっていない．

本研究では都道府県の違いについて言及しているが，
都道府県別の人工妊娠中絶件数は住居地のものでなく医
療機関のものとなっている．匿名性を保つために隣県や
遠方で人工妊娠中絶を受ける可能性もあることを踏まえ
て，人工妊娠中絶率の都道府県比較の結果を見なければ
ならない．

１６～１８歳の年齢の分析となっているが，例えば早生ま
れの生徒は，高校卒業後の１８歳の間に出産や中絶をする
こともあるため，この年齢での分析で高校生の実態を示
しているとは言えない．

Ⅴ．おわりに

女性の結婚可能な年齢が１６歳から１８歳に引き上げられ
た場合，非嫡子やシングルマザーの増加が予想される．
一方で１０歳代でも妊娠や出産，育児を肯定的に捉える場
合もあることから２６），支援の体制整備２７）を考えていくこ
とも必要である．

性の実態把握はますます重要となってくるが，従来の
１５～１９歳の十代人工妊娠中絶率だけでは十分といえない．
本研究では性の実態把握について，１歳階級別の中絶数
を用いること，そして中絶と出産を合わせて性の指標と
することを試みた．

都道府県別では，中絶率と出生率も合わせての検討を，
ｚ得点を用いることで相対的に行った．また，改善／悪
化についてはベクトル成分で，その程度については平方
距離で検討を行った．三重県が顕著に改善しており，和
歌山県が悪化していたが，本研究ではこれらを散布図上
で視覚的に確認することができる．

秋田県や山形県のような顕著な改善を見せた都道府県
の取り組みが，多くの地域に普及されるためにも，統計
を用いた都道府県別の詳細な現状の把握は今後も必要と
思われた．
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